
3

第２ 子育て世代包括支援センターの役割

１．子育て世代包括支援センターの役割

 妊産婦・乳幼児等へは、母子保健分野と子育て支援分野の両面から支援が実施さ

れている。具体的には、母子保健法に基づく母子保健事業、子ども子育て支援法

に基づく利用者支援事業、児童福祉法に基づく子育て支援事業などである。

 一方、支援には多くの関係機関が関わることから、関係機関同士の十分な情報共

有や連携が難しく、制度や機関により支援が分断されてしまうという課題があっ

た。さらに、各関係機関はそれぞれの支援に関わる情報のみ把握する傾向にあり、

妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握できていないとの指摘があった。

加えて、関係機関間の連携体制が確立できていない場合には、個別の機関が所管

以外の支援ニーズを把握しても、適切な関係機関や支援につなぐことが難しく、

妊産婦・乳幼児等が直面する問題が深刻化してしまう懸念もあった。

図表 1 妊産婦・乳幼児等の継続的な状況の把握のために活用している機会・情報源

（複数回答）

※出典：都道府県からの推薦事例に対する調査（速報）

（平成 28年 4月 1日時点でセンターを設置しており、調査に協力のあった市区町村 41 か所）
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図表 2 子育て世代包括支援センターの設置に当たっての課題（複数回答）

※出典：子育て世代包括支援センター未設置市区町村に対する調査

（平成 28年 4月 1日時点でセンターを設置しておらず、調査に協力のあった市区町村 849 か所）

 これらの課題があることを踏まえ、センターの役割として、妊産婦・乳幼児等の

状況を継続的・包括的に把握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門家が対

応するとともに、必要な支援の調整や関係機関と連絡調整するなどして、妊産婦

や乳幼児等に対して切れ目のない支援を提供する。このような取組により育児不

安や虐待の予防に寄与することができる。

 妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握するためには、センターが母子

健康手帳交付時の面談等の機会を活用して直接把握する方法のほか、関係機関が

把握している情報をセンターに集約させ、一元的に管理することによって可能と

なる。この過程で、各関係機関が把握した妊産婦や乳幼児等の支援ニーズを踏ま

えて、適切な関係機関・支援を紹介するなど、センターが調整役となることで、

妊産婦や乳幼児等に対して包括的な支援を提供することが期待される。さらに、

センターが関係機関間の顔の見える関係作りを支援することで、より円滑な連携

も可能になると見込まれる。

 また、安心して妊娠・出産・子育てができる「地域作り」もセンターの重要な役

割の１つであることから、地域子育て支援拠点事業所など、地域の子育て支援事

業等を提供している関係機関との連絡調整、連携、協働の体制作りを行うととも

に、地元の自治会や商工会議所、地域住民を含む、地域の子育て資源の育成、地

域課題の発見・共有、地域で必要な子育て資源の開発等に努める。

Highlight

Highlight

Highlight

Highlight

Highlight

Highlight

Highlight



5

図表 3 現状と子育て世代包括支援センター設置後の望ましい姿

現状の課題 子育て世代包括支援センター設置後

・妊産婦・乳幼児等の⽀援には、医療機関（産科、

⼩児科、⻭科等）、こども園・幼稚園・保育所、

地域子育て支援拠点事業所、市町村保健センタ

ー、保健所などの多くの機関が関わっている。

このため、妊産婦等が、自らが必要とする支援

を選択することが難しい。

・各機関は、それぞれが⾏う⽀援に関する情報し

か把握できていない（例 産科医療機関では妊

婦健診結果のみ 等）。このため、妊産婦・乳幼

児等の状況を継続的に把握できている機関がな

い。

・各機関が個別対応により⽀援を⾏っているため、

担当外の⽀援ニーズが把握された場合に、適切

な対応ができていない。

・各機関の間で、相互に顔の⾒える関係が構築で

きていないため、十分な連携が図れていない。

⇒全ての支援を１つの機関に集約して提供するこ

とは困難であるが、センターが妊産婦等に助言

したり、関係機関を連絡調整したりすることに

より、妊産婦・乳幼児等が切れ⽬なく必要な⽀

援を受けられるようにする。

⇒センターにおいて、直接、妊産婦等の⾯談を⾏

うほか、各関係機関が把握している情報（14 回

分の妊婦健診結果を含む。）を集約し、全ての妊

産婦等の状況を継続的に把握する。

⇒各関係機関には、担当外の支援ニーズも含めて

妊産婦・乳幼児等の状況を包括的に把握するよ

う要請する。担当外支援ニーズが把握された場

合には、センターを通じて他機関の必要な支援

につなげることが可能となる。

⇒センターによる関係機関の連絡調整の結果、各

機関の間で、相互に顔の⾒える関係が構築され

る。各機関の⽀援内容を相互に理解することに

より、センターを経由しなくても、各機関の有

機的な連携が可能となる。


